研　　究　　計　　画　　書（記入例：産学連携・トライアルユースの場合）

平成　　年　　月　　日（申請）
	事務局欄
受付番号：


研究ID：

受理日：平成
年
月
日
センター長
指導研究員
受付受領



募集要項を遵守し、以下のとおり応募します。
	有償又は無償の区分　　いずれかに○印をすること

	１、有償（成果非公開）　　　　２、有償（産業利用/成果公開）　　　　３、有償（学術利用/成果公開）

４、無償（トライアルユース/成果公開）　５、無償（産学連携/成果公開）　　　


	１．研究者
	研究代表者

※産学連携の場合、申請代表者に“○”を記入。

	機関名（企業）：abc株式会社
職　名：　********
氏　名：　○ＡＢＣ　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　㊞

住　所：〒　ＡＢＣ連絡先
TEL：
FAX：　
E-mail：
機関名（学術研究機関）：広島大学　自然科学センター

職　名：********
氏　名：　自然科学　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　㊞
住　所：〒　自然科学連絡先
TEL：


FAX：

E-mail：

	
	施設利用者
	機関名：広島大学　自然科学センター
職　名：
氏　名：自然科学***
TEL:

	
	
	機関名：

職　名：
氏　名：

TEL:

	
	連絡担当者
	所属機関及び担当部署名：

職　名：
氏　名：

住　所：〒

TEL：
FAX：
E-mail：

	２．研究課題名


	３．利用設備　いずれかに○をすること（複数可）
１,マイクロアレイ　　　２，細胞採取装置　　　　３，質量分析装置　　　　　　４，セルソーター　　　　
５，核磁気共鳴装置（霞地区600NMR/東広島地区700NMR）  　　　　　　　　　 　６，リアルタイムＰＣＲ
７，次世代シーケンサー（Miseq）   　８，次世代シーケンサー（Hiseq）　　　　９，デジタルＰＣＲ

10, 質量顕微鏡システム及び高速液体クロマトグラフ質量分析計

11, サーマル電界放出型走査電子顕微鏡         12, 核磁気共鳴装置（ECA600NMR）

13,  3D-SIM超高解像度イメージングシステム及びセルアナライザー　14, 多光子励起レーザー走査型顕微鏡　　15，超精密ナノ加工機　　　16，生体物質円二色性実験設備

	４．目的（設備をどのような目的に利用しようとしているか分かり易くご記入願います）
※4. 目的　５．方法及び期待できる成果については、当研究計画書に準じた内容のご記入された別途研究計画書の添付でも可です。
目的

研究対象



	５．方法及び期待できる成果等（設備の利用方法及び産業界への貢献や社会経済への影響などについて記載）
方法

期待できる成果
産業界への貢献・社会経済への影響


	６．研究期間
平成〇年　〇月　〇日（承認日）から　平成　〇年　〇月　〇日まで

（設備の利用予定日及び時間等の詳細は広島大学自然科学研究支援開発センター研究用設備利用申込書で記載）

	７．必要とする材料（設備の維持・運転のために必要なものに限り本学が負担します。）
　※ウイルス性・感染性の材料　　　　有・無　　　　　　※有害物質・毒物の使用　　　　　　有・無

	８．研究遂行に当たり考慮される倫理的問題点の有無
有
・
無
有の場合、１）遵守すべき法令、２）倫理指針、３）ガイドラインとその対応


	９．試料等の保存の必要性、保存方法（当センターで保存する場合に記載）


	１０．情報の開示に関する考え方
（ア）研究成果の公開の有無
有（公開）
・
無（非公開）


（学術利用、トライアルユース及び産学連携無償利用の場合は公開が原則です。）

（イ）公開可の場合で条件付きの公開を希望される方は、条件を記載して下さい。　
※成果公開の場合、知財権の関係で成果を最大２年間非公開にできますが、その後成果を公開させて頂きます。　
 SHAPE  \* MERGEFORMAT 




	１１．ヒト細胞・遺伝子・組織バンクに試料等の提供を受ける場合あるいは提供する場合について


	１２．試料等の廃棄方法


	１３．知的財産創出の場合の取扱い
※広島大学所属の研究者の場合、知的財産は学内の規則通りに取り扱うこととする。

	１４．継続利用課題の申請の場合のみご記入して下さい。
　①進捗状況
②問題点



	１５.産学連携無償利用の場合のみご記入してください。

　①プロジェクト名および期間
　②利用に際し、産学連携の取り組み内容


	１６.この研究課題についてお答えください（選定評価に使用します）
(1) 先端性及び科学技術分野の発展性を有する又は新分野開拓への寄与が期待される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【該当する・該当しない】
(2) 研究成果の基礎的研究や技術開発分野への貢献が期待される。　
【該当する・該当しない】
(3) 研究成果が産業基盤技術としての重要性及び発展性を有する。
【該当する・該当しない】
(4) 研究課題が社会的意義を有し、かつ、社会経済への寄与が期待される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【該当する・該当しない】



※トライアルユース及び無償でご利用の方は、5ページにあります、17番についてもご記入ください。
	１７.トライアルユース・無償利用の場合のみご記入してください。

① トライアルユース及び無償利用期間の研究目的（この申請でどこまで研究をしてどういう結果を期待していますか）


	② ①に関わる利用機器の利用時間又は利用回数

　　 予定利用総時間数　　　　時間
　　　　　　　　　　サンプル数：

　　　　　　　　　　　　ラン数：

　　　　　　　　　　　レーン数：


	③ ②の設定根拠



	④ 有償利用移行への見込み




作成上の留意事項
１．本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものです。
受付番号は、メールにて仮申込みされた時に発行した番号を記載すること。事務局欄には記入しないこと。
２．有償利用又は無償利用の区分に○印を付すこと。
３．「１．研究者」について
（１）研究代表者は、企業等機関名、職名、氏名及び研究内容に関して連絡可能な連絡先を記載すること。
（２）施設利用者については、利用者名等をすべて記載すること。
（３）連絡担当者については、事務的な連絡先担当者について記載すること。
４．「３．利用設備」について
本事業で対象としている設備の中から、申請研究に利用する設備に○印を付すこと。
５．「４．目的」及び「５．方法及び期待できる成果等」は、平易な文章で記載すること。また、「５．方法及び期待できる成果等」は、設備の利用実施方法等について記載すること。
６．「６．研究期間」について
当該事業年度中の研究予定期間を記載すること。研究期間は１課題につき最大６カ月とします。なおトライアルユース及び産学連携無償利用は、最大６カ月を１利用単位とし、２利用単位までとします。
７．「７．必要とする材料」について
本事業で使用する生体材料について記載すること。また、有害物質や毒物、感染性材料を使用するときはその名称を明記すること。
設備利用に伴う消耗品等の経費について、有償は利用者負担、無償（トライアルユース）及び無償（産学連携）は設備の維持・運転に必要なものに限り本学が負担します。

８．「８．申請課題で考慮される倫理的問題点の有無」について
（１）　研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対する不利益、危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）に関わる状況、などを必ず記載すること。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨記入するとともに必ず理由を明記すること。なお、ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第１号）、疫学研究に関する倫理指針（平成１９年文部科学省・厚生労働省告示第１号）、遺伝子治療臨床研究に関する指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省告示第２号）、臨床研究に関する倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針（平成１８年厚生労働省告示第４２５号）、厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針（平成１８年６月１日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知）及び申請者が所属する研究機関で定めた倫理規定等を遵守するとともに、あらかじめ当該研究機関の長等の承認、届出、確認等が必要な研究については、研究開始前に所定の手続を行うこと。
（２）　人又は動物を用いた研究を行う際に、事前に申請者の所属施設内の倫理委員会等において倫理面からの審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付すること。
９．「１０．情報の開示に関する考え方」について
研究者は、研究成果を公開あるいは非公開にするかを記載する。なお、非公開の場合は、有償であることを前提とし、学術利用及びトライアルユース及び産学連携の研究は原則公開です。一定期間非公開とし、その後に公開するなどの条件付き公開を希望する場合は、その旨を記載すること。
１０．「１３．知的財産権の場合の取扱い」について

有償利用の場合は、発明等の知的財産権は、原則として利用者に帰属しますが、トライアルユースを行った企業等について、発明等の知的財産が創出された場合は、その持ち分等について広島大学と協議して定めることとします。
１１．その他
記載に際しては、各項目の記載量に応じて、適宜、欄を調整して差し支えない。
１２．課金制度について

本事業は課金制度、いわゆる有料での設備の利用制度を設けていますが、産業界の利用ニーズの掘り起こしを目的とした柔軟な制度（トライアルユース）の導入による利用促進も行っています。また、大学、独立行政法人等に所属する研究者等が企業に所属する研究者等と連携した研究チームによる（産学連携）利用促進も行っています。トライアルユース及び産学連携無償利用では、設備の利用料金は無料ですが２利用単位を限度とします。
３回目の企業からの新規申込み及び他大学等の機関からの申込みによる設備の利用については、有料とします。（利用料金についての詳細は、本事業ホームページの設備利用料金表をご参照下さい。）















�提出時は、記入例（青字）とコメントを削除し、ご提出お願いいたします。


�産学連携の場合は、申請代表者名の前に“○”を記入
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